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2015 年には GNI が 1,070 米ドルに達し、低中所得国の仲間入りを果たすまでになった。 
好調なのは経済成長率だけではない。2007 年 47.8％であった貧困率も順調に改善し、
2014 年には 13.5％となった［World Bank 2018］。また、2007-2014 年における上位 60％
層 1 人あたりの消費は 4.7％の伸びであったのに対し、所得下位 40％層は年平均 7.8％の
伸びであり［World Bank 2017:37］、その意味で、カンボジアの経済成長は量だけではな
く、質も一定の高さをもったものだと言うことができる。また、社会開発指標も、たとえ







いる。また、子どもは、2015 年 9 月に国連総会で採択された「持続可能な開発目標」
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まず、カンボジア政府と UNICEF では、最新の政府統計（2014 年の Cambodian 
Socio-Economic Survey（CSES）と Cambodia Demographic and Health Survey（CDHS））
にもとづき、子どもの状況を概観する文献を作成・発表している［Kaparti，2017］。これ
は、2015 年の SDGs の策定をうけ、今後の進捗をより容易にモニタリングできるよう、
カンボジアの子どもの貧困状況に関するベースラインを整備するという位置づけで作られ
たものであるが、これによれば、カンボジアの子どもがおかれた状況について、大別して、



























子どもが１寝室を 4 人以上で共有している。また、「教育」次元も、12-14 歳の子どものう
ち 44.6％が 6 年間の初等教育を修了していないという状況にある。 
15-17 歳という年齢層では、5-14 歳と同様の「はく奪」次元を選び出して貧困状況を検
討している。この年齢層も 54.6％が複数の次元での貧困を経験しており、平均 3.7 次元で
の貧困をかかえている。とくに深刻な次元としては、「教育」「住居」で、前者では実に 60％




本稿では、「子どもに対する暴力 violence against children」「性的虐待 sexual abuse」「児
童労働 child labor」「移住（または移動）migration」をキーワードにしてさらなる文献の
入手を試みた。 
「子どもに対する暴力」に関しては、カンボジア政府女性省と UNICEF が 2013 年に全
州をカバーする調査を行っており、これが最新のデータを提供してくれている［Ministry 
of Women’s Affairs et al. 2014］。これによれば、カンボジアの子どもは広く暴力にさらさ
れる環境のなかで育っており[甲斐田 2019a]、半分以上の人が 18 歳になるまでに少なく
とも 1 回の身体的暴力を経験し、このうち４分の３以上の子どもが複数回の身体的暴力に
遭遇している［前掲書，2014：55］。また、（子ども自身に対するものではないが）家庭内







査を行っている［National Institute of Statistics and ILO，2013］。これによると、5-17





年のうち少なくとも 3 か月間、自宅を離れる移動労働である［Eng et al，2017：399］。
これが子どもに与える影響は軽視できるものではなく、約 8 割の移住労働者が 30 歳未満










数多くの法律、たとえば、「人身取引・性的搾取対策法 Law on the Suppression of Human 
Trafficking and Sexual Exploitation」 (2008 年)や「人身取引被害者の権利保護のための
政策・最低基準 Policy and Minimum Standards for Protection of the Rights of Victims of 
Human Trafficking」（2009 年），「村・コミューン安全政策 Village and Commune Safety 
Policy」（2010 年），「人身取引対策に関する全国行動計画 National Plan of Action on 
Counter Trafficking 2014-2018」（2014 年），「少年法 Juvenile Justice Law」（2016 年），
「子どもに対する暴力に関するアクションプラン Action Plan on Violence Against 
Children 2017-2021」等、多数存在する［World Vision，2017］。また、2018 年総選挙前
からある政府の 5 か年計画『国家戦略的開発計画（NSDP）2014-2018』、総選挙後ただち
に組閣された新内閣の政策『第４次四辺形戦略』［Royal Government of Cambodia，2018］
にも子どもに関する記載がある。 
本稿では、そのなかでも新しく、４以降に触れる地方行政体との関係がとくに深い政策








能の強化という 5 分野を重点分野として設定するとともに、それぞれについて、2016 年
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表３－１．子どもの発達のためのナショナルプランにおける地方行政関連事業 




















































































方レベル双方における CNCC 職員の能力を強化する。（5.2.3.） 
CNCC 
 
（注）MOEYS は教育・青少年・スポーツ省、 MOI は内務省、MOT は観光省、MOSVY は社会問題・



















2000 年代はじめからである。具体的には、2002 年、1940 年代以来行われていなかった地








【注】 図中にある（ ）のなかの数字は行政体の数である。 




編の第１期であったとすると、2008 年以降から現在は第 2 期に位置づけられ、この時期
には州・郡という層での改革が行われている。具体的には、各州・郡に、コミューン評議
員によって選挙される評議員（州の場合９-21 名，都で 21 名，郡・区で７-19 名，市で７
-15 名）から構成される評議会を設置し、内務省が任命する州知事・郡知事を（少なくと
も形式上は）監督しながら、コミューン同様の 5 ヶ年開発計画と 3 ヶ年投資計画を作成・




















るようになってきた［岡島，2017b；甲斐田，2013; 甲斐田，2019b;  甲斐田・南雲，2019］。 
こうしたなか、2004 年には UNICEF の事業が入っている 6 州 422 コミューンのコミュ















［National Committee for the Management of Decentralization and Deconcentration 
Reform，2008：２-３］。なお、コミューン開発に関する決定過程における子どもの参加促
進や子どもの発達・保護事業の実施については CCWC の役割として記載されていない。 
こうした CCWC が実際どのように機能しているのかについては、なお十分に調査が行
われておらず、基本的に、文献は寡少である。わずかに存在する例外としては、UNICEF
が試験的につくった CCWC の成果を整理し、CCWC を全国展開するもとになった文献
［UNICEF，2006］と全国展開しはじめたときにベースラインとすべく CCWC メンバー
の知識・態度・実践を調べた、いわゆる KAP 調査の結果をまとめた文献［UNICEF，2008］
があるが、最近の文献としては、国際 NGO の World Vision が中心になり、カンボジアに














があること、（2）2008 年に上述の政策がつくられた際には CCWC の業務であると考えら
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6．今後の研究課題 



















の KAP 調査は CCWC が全国展開された 2008 年に行われて以来、行われていないことか
ら、あらためて CCWC の KAP 調査を行う必要がある。 












への政府報告書を作成するのもこの CNCC である。 
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（２） この政策文書は、CCWC の役割として、女性の参加促進に言及するが、子どもの
参加については言及がない。 
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